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申請から補助金を受け取るまでの主な
流れを教えてください。

主な流れとしては、申請→書類審査→交付決定→実績報告→交付確定→補助金振込と
なります。

予算はいくらですか? 令和７年度の予算は4135万円です。

国・県が実施している補助金と併用す
ることは可能ですか？

太陽光発電システムと蓄電池は、国の地域脱炭素・再エネ推進交付金（重点対策加速
化事業）を原資としている補助になるので、他の国庫が原資となっている補助金との
併用はできません。
国や埼玉県が実施しているものを全て把握できているわけではありませんが、よく市
へお問い合わせいただく下記補助金については併用することはできません。
・埼玉県
　家庭における省エネ・再エネ活用設備導入補助金における太陽光発電設備
　　（令和7年4月28日時点で詳細が公開されていませんが、令和6年度と同じ制度
　　　の場合、太陽光発電設備は国庫が財源であるため併用はできません
　　　一方で蓄電池は併用できます。）
・国土交通省
　　子育てグリーン住宅支援事業
・経済産業省
　　再生可能エネルギー導入拡大・分散型エネルギーリソース導入支援等事業費補助金
　　　（国が実施主体となる補助金であるため、併用できません。）

申請方法はどのようなものがあります
か？

オンライン申請の場合は、ホームページの該当URLから申請を行って下さい。
電子申請が難しい場合は、春日部市のホームページから様式をダウンロードし、郵送
にて申請してください。様式のダウンロードが難しい場合は、春日部市役所環境政策
課窓口にて配布しています。
郵送にて申請する際は、必要書類を下記までお送りください。

〒101-0021
　東京都千代田区外神田１丁目18番13号　秋葉原ダイビル10階
　（株）エスプールグローカル内　春日部市補助金事務局　宛

申請者本人でなくても手続は行えます
か？

可能です。申請書の下部に「申請手続委任」という欄があるので、そちらに必要事項
を記入してください。申請者は対象設備を設置する住宅の所有者である必要がありま
す。
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申請前に工事を実施しても良いです
か？

補助の対象となるのは工事開始前に申請した場合ですので、工事を開始する前に申請
してください。

年度をまたぐ申請の場合はどうなりま
すか？

同一年度内に交付申請～補助金の振込まで終わる必要があるため、対象設備の契約・
工事が年度をまたぐ場合、補助の対象外となります。

申請書はどこで入手できますか？
春日部市のホームページからダウンロードしていただくことが可能です。インター
ネット環境がない場合は春日部市環境政策課の窓口でも配布しています。

集合住宅は対象となりますか？ 集合住宅は対象外となります。

新築住宅は対象となりますか？ 新築住宅も補助の対象となります。

個人向け補助金の申請者名は、世帯員
であれば誰の名前でも可能ですか？

設置する住宅の所有者（共通名義の場合は、他の所有者の同意を得た上で、代表者の
方）での申請をお願いします。

口座の確認のための通帳のコピーは必
要でしょうか？

通帳に限らず、口座番号と口座名義人が確認できる書類をご用意ください。また、名
義は申請者と同一としてください。

同一住居内に２世帯が同居しています
が、それぞれ申請することは可能です
か？

それぞれの世帯で申請は可能ですが、どちらかが既に申請した機器に対して、再度申
請することはできませんのでご注意ください。

納税証明書は、いつの年度のものを提
出すれば良いですか？また、どの税目
の証明書が必要となりますか？

前年度分の市民税の納税証明書(令和7年度の補助金の交付申請の場合、令和6年度分)
を提出ください。納税証明書の請求方法は春日部市ホームページをご覧ください。

春日部市以外に課税されている税金
（国税等の）納税証明書も必要でしょ
うか？

春日部市以外の納税証明書のご用意は不要です。

非課税のため、納税証明書が提出でき
ないのですがどうすれば良いですか？

申請書の現年度分（令和7年度の補助金の交付申請の場合、令和6年度分）の「非課税
証明書」をご提出ください。非課税証明書の請求方法は春日部市ホームページをご覧
ください。

共通
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領収書に内訳が書かれていないのです
が、それでも申請は可能でしょうか？

内訳が分かる書面（商品明細が記載されたレシートや内訳書等）を一緒にご提出くだ
さい。

ローン等の割賦払いをするため、領収
書やレシートを発行できません。この
場合はどのようにすれば良いですか？

元金（製品代及び設置工事費の合計額）や割賦による支払い金額（割賦額及び合計
額）が明記されている契約書等をご提出ください。

メーカーの保証書に店名・購入日の記
載がなく、代わりに電気店で会計した
際にもらったレシート状の領収書（長
期保証書）がありますが、これで良い
ですか？

製品の概要（型番等）が分かる内容であれば問題はありません。また、補助金の種類
にもよりますが、代替となる書類がありましたら保証書の提出をしなくて良い場合が
あります。ただし、蓄電池につきましてはメーカーの保証書が必須となりますのでご
注意ください。

補助金交付の予算残高はどのように確
認すれば良いですか？

春日部市のホームページに適宜掲載されますので、ご確認ください。

工事業者（購入先業者）は、春日部市
以外の業者でも良いですか？

問題ありません。

市役所職員が設置場所に訪問すること
はありますか？

原則、職員が設置場所に訪問することはありませんが、必要に応じて現地訪問をする
可能性があります。

春日部市のホームページから書類のダ
ウンロードができないため、交付又は
郵送してもらうことはできますか？

郵送はしておりませんが、窓口での配布は可能です。

申請の回数に制限はありますか？
同一の補助金につきましては１世帯又は１事業者につき１回までとなります。会計年
度が替わっても変更になりませんのでご注意ください。

交付決定通知書はどの位で発行されま
すか？

交付申請書類受領後、おおむね２～３週間で発行されます。
ただし、申請書類に不備・不足があることが判明した場合、再提出していただくこと
になりますので、更に時間がかかってしまうことにご注意下さい。

リース又はPPAによって設置する場合
は対象となりますか？

対象となりません。
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実績報告書はいつまでに提出が必要で
すか？

最終締切日が令和８年２月20日ですので、それまでに工事及び業者への支払いを全て
完了させている必要がありますのでご注意ください。

施工後の写真を撮り忘れてしまった場
合はどうなりますか？

申請していただいた設備が設置されていることを確認する必要がありますので、施工
後の写真は必ずご提出ください。

敷地内の物置やカーポート等に太陽光
パネルを設置し、発電した電気は居住
する建物で使用する場合、対象となり
ますか？

敷地内に設置されていますので、補助金交付の対象となります。

太陽光発電システムの補助をしてもら
いました。追加で定置用リチウムイオ
ン蓄電池の設置をしたいのですが、再
度申請することは可能でしょうか？

蓄電池の設置は、今回の事業で対象設備となる太陽光発電設備と一体的に導入するも
のである必要があるため、後からの申請はできません。

実際の補助額を計算する場合、太陽光
パネルの容量は、小数点何位まで有効
か。

小数点以下を切り捨てた値になります。

なぜ蓄電池のみの申請はできないので
しょうか？

太陽光発電設備・蓄電池の補助金の財源として、令和７年度より環境省の地域脱炭素
移行・再エネ推進交付金(重点対策加速化事業)を活用しています。その対象設備要件
として、蓄電池は補助金を活用して導入した太陽光発電設備を一体的に導入するもの
であることが条件となっていることから、蓄電池のみの申請の場合、補助対象とはな
りません。

定置用リチウムイオン蓄電池のみ設置
しようと思うのですが、補助金は出ま
すか?

定置用リチウムイオン蓄電池は、太陽光発電システム（FIT・FIP制度の認定を取得し
ないこと）と同時に設置する方が対象ですので、蓄電池のみの設置は補助の対象外と
なります。

キャンプ等に私用する携行用の蓄電池
は補助の対象になりますか？

住居又は事務所に据え置きするもののみが補助の対象となるので、ポータブル蓄電池
は補助対象外です。

発電した電気のうち、自家消費仕切れ
ない部分についての売電は可能でしょ
うか？

可能です。ただし、自家消費の割合が基準値を超えること及びFIT制度やFIP制度の認
定を取得しないことが補助金交付の条件となりますのでご注意ください。

太陽光発電
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個人で申請する場合、太陽光発電設備
は最大出力５kＷ以下の製品、蓄電池
は蓄電容量が５kＷh以下の製品でない
と補助金の対象にはならないのでしょ
うか？

申請において、最大出力及び蓄電容量に制限はありません。あくまでも、補助金額を
計算する際の上限となります。

設備の本体価格にメンテナンス費用
（メンテナンスパック）が含まれてい
る場合、対象経費はどうなりますか？

メンテナンス費用は対象外となりますので、差し引いた金額が補助対象の経費となり
ます。

蓄電池のタイプが家庭用となるか業務
用となるかの判断について、
　業務用蓄電池 (4,800Ah・セル相当
の kwh 以上)、　家庭用蓄電池
（4,800Ah・セル相当の kwh 未満）
とありますが、単体で4062Ah・セルの
蓄電池について、一つの家屋に２台設
置した場合は、
4062Ah×2台＝8124Ah　
とし、業務用となるのでしょうか？

単体で4062Ahであれば家庭用の蓄電池に該当します。

一般家庭に設置する蓄電池は家庭用で
なければいけないのですか？事業用で
も問題ないのでしょうか？

事業用サイズのものでも問題ありません。

蓄電池の仕様や規格に定めはあります
か。

・JISC8715-2又はIEC62619の規格を満足すること。
・リチウムイオン蓄電池部を使用した蓄電システムの場合、JISC4412の規格を満たす
こと。ただし、電気製品認証協議会が定めるJISC4412適用の猶予期間中は、JISC4412-
1若しくはJISC4412-2の規格も可とする。

蓄電池


